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平成16年度の経済情勢については、景気の回復は続いたものの、年度後半には世界的な半導体需要の伸びの鈍化により、電子部品・デバイスやデジタル家電などＩＴ（情報技術）関連の輸出がアジアや米国向けを中心として減速したほか、台風の襲来などにより民需が一時的に停滞したことなどから、経済成長の伸びは大きく鈍化しました。
こうした中でも、企業部門については収益の改善が続き、16年３月期決算法人の経常利益（連結ベース；日本経済新聞社調べ）は、コスト削減効果や海外需要の拡大などを背景に、金融を除く全産業で前年同期対比26.8％増と２年連続で増益となったところです。
　この結果、16年度の名目の国内総生産（ＧＤＰ）は496兆2,351億円で、経済成長率は名目0.5％、実質1.7％（15年度は、名目1.0％、実質2.3％）と、実質では３年連続、名目では２年連続のプラス成長となりました。
こうした経済環境の中で、平成16年度の県税決算額は、最終予算額9,706億余万円を37億円上回る9,744億余万円と、15年度の決算額（8,801億余万円；前年対比0.4％減）を上回る３年ぶりの増収（前年対比10.7％増）となったところです。

　この県税決算額の内容について主な税目をみると、まず、法人二税については、中国など海外経済の拡大に伴う輸出の増加などを背景に、16年３月期の企業収益が２割を超える増益となったことを受けて、自動車関連など製造業を中心として申告実績が好調であったことなどから、前年対比で23.5％と大幅な増収（15年度2,628億円→3,246億円）となりました。
また、個人県民税については、企業の人件費抑制の動きが依然として強く、所得割では前年度を下回ったものの、15年度税制改正により創設された配当割と株式等譲渡所得割が年度間を通じての課税となったことから、全体では、前年対比で2.1％の増収となりました。
さらに、その他の税目では、地方消費税が、15年度中の一部の月末が休日であったため税収の一部が16年度にずれ込んだことなどから、前年度を１割程度（15.2％増）上回ったほか、臨時特例企業税についても、好調な企業収益を反映して、多額の繰越欠損金の控除を行う法人が多数あったことなどから、前年度の３倍を超える大幅な増収（15年度50億円→155億円）となりました。
このように、法人二税や個人県民税など主要な税目で増収となったことから、16年度の県税決算額は前年度を上回るものとなり、市町村に対する税交付金等を除いた実質の収入額としても、8,225億円と３年ぶりに8,000億円台を回復しました。
  なお、収入歩合については、市町村と連携して地方税収確保対策に取り組んだ個人県民税をはじめとして、法人二税や不動産取得税などの税目で収入未済額の圧縮（15年度315億円→301億円）が図られたことなどから、前年度を0.6ポイント上回る96.8％と、県税収入が１兆円を回復した13年度（96.6％）をも上回る状況となったところです。

　この県税統計書は、16年度の県税収入実績を中心に、本県の税務行政の状況を取りまとめたものです。本書が多くの方々に利用され、県税について一層のご理解をいただければ、幸いに存じます。
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